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Ⅰ 研究課題 

「サービス業における顧客マネジメント」 

 

Ⅱ 研究目的（意義・概要・構想） 

本研究グループの目的は、サービス業における顧客マネジメントの新たな論点について

検討し、その論点を包含したフレームワークを構築することである。顧客満足の重要性、強固

な顧客ロイヤルティの構築が企業の業績に正の影響を及ぼすことは、従来から数多くの文献

（とりわけマーケティング分野の文献）において言及されてきた。また、ステークホルダーのな

かでも、多くの企業は顧客を非常に重視してきた。しかし、サービス業における顧客マネジメ

ントという分野においては、まだ十分な考察がなされていない領域、新たな課題が生じてい

る領域が数多く残されていると考える。また、新たな課題の表出に伴い、サービスそれ自体

の定義も修正を加えることが必要である。このような問題に対して、管理会計研究は大きな貢

献をなしうるのではないだろうか。 

既存の研究成果と本研究の問題意識に照らし合わせて、サービス業という見地から顧客

マネジメントの意味合いを考察すると、大きく４つの議論すべき点があげられるように思われ

る。第 1に、対人的サービスにおけるマネジメント・コントロールと顧客マネジメントとの関係で

ある。サービスの特性の一つとして「無形性」、「同時性」、「変動性（異質性）」、「消滅性」の 4

つが挙げられる（原田他, 2012）。このうち「同時性」という特質によって、サービスは「生産と

消費が同時に行われ」、その価値は「企業と顧客の相互作用によって生みだされる場合が多

い」とされる。サービスの提供という局面において、サービス業者は顧客と共同で価値を創造

することが求められるわけであるが、その際のマネジメント・コントロールは、どのようなあり方

が望ましいのだろうか。その点については、まだ十分な検討がなされていない。 

第 2 に、サービスの原価企画と顧客の関係である。原価企画は我が国の製造業で開発さ

れ、数多くの企業に導入されてきた。現在では、サービス業への適用が 1 つの大きな論点と

なっている。有形の製品の原価企画とサービス財の原価企画との間には共通点も多いが、1

つ着目すべき違いとして、サービス業における原価企画は、｢顧客採算性｣という考え方が重

視されている点に特徴がある。本研究グループの 1 人である田坂はこの点に着目している

が、まだサービス業における原価企画は事例も少なく、十分な研究の蓄積があるとは言えな
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い。 

第 3に、サービス業における顧客セグメント別利益管理の問題がある。その際、問題となる

のがキャパシティ・コストの顧客セグメント別の割り当てである。近年、先端的なテクノロジー

の導入に伴い、サービス業を中心として、限界費用がほとんど発生しない事業が生まれてい

る（Ryfkin,2014）。このような状況は、いわゆるシェアリング・エコノミーにおいて頻繁に発生

するともいわれる。限界費用がほとんど発生しないサービス業のビジネスモデルを前提とした

とき、いかに収益性の高い顧客セグメントを発見するか、いかにキャパシティ・コストを管理す

るかは非常に今日的かつ困難な課題となるであろう。 

第 4 に、サービス業（小売業を含む）における顧客関係性の構築、維持のためのロイヤリ

ティ・プログラムの問題がある。顧客ロイヤリティを高めることの重要性は以前から数多くの文

献において強調されてきたが、ロイヤリティ・プログラムは外因的なロイヤリティを高めるため

の方策として注目されている。また、ロイヤリティ・プログラムの役割は、顧客の維持だけでは

ない。伊藤（2016）において、サービタリティというサービスの品質を包括する概念において

「アメニティ」の重要性が指摘されている。アメニティとは、サービスに対する顧客の知覚や認

識に影響を与える属性であり、クーポンやマイレージなどが該当する。つまり、ロイヤリティ・

プログラムは顧客の維持に貢献すると同時に、サービスの認識にも影響を及ぼす可能性が

ある。しかし、この点はこれまでほとんど考察されてこなかった。 

本研究グループの代表者および構成メンバーは、これまでサービス業における管理会計

の研究を行ってきたものばかりである。また、上記の論点は、フェーズは異なるものの、いず

れも「顧客マネジメント」というキーワードが共通している。また、サービス業を取り巻く環境が

大きく変化したことにより、「サービス」そのものの概念も変化していると考えられる。これらの

論点を各研究者が個別に研究するよりも、同じ問題意識を有している研究者が研究成果な

らびにノウハウを共有、結集することにより、サービス業の管理会計についての研究を深化し、

学際的貢献を果たしていくことが可能であると考える。日本管理会計学会のスタディ・グルー

プはそのためのまたとない機会であり、機会を与えて頂くことで、サービス業の管理会計研

究に小さくない貢献ができると考えている。 

 

＜参考文献＞ 
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型経済の台頭』NHK出版.）  

 

Ⅲ 研究計画（方法・実施状況・期待される成果など） 

前述のとおり、本研究グループの最終的な研究目的は、サービス組織における顧客マネ

ジメントの新たなフレームワークを提示することである。そのために、次のような計画で研究を

進めていく予定である。 

 

① 1年目 

初年度は、共同研究者間の知見やこれまでの研究成果の共有を図る必要がある。とりわ

け、顧客マネジメントの概念については、各研究者が異なる文献、異なる分野をサーベイし

ているので、この点についても研究グループで考えを共有することが研究を進化させ、2 年

目以降の研究スピードを速めると考える。また、先進的な取り組みを行っている企業へのヒア

リングを行う。したがって、報告会の開催、文献研究、インタビュー調査などがその主たる内

容となる。 

 

② 2年目 

2 年目は最終年度であるため、初年度の研究成果に基づき、各研究者の問題意識、近年

の環境変化を取り込んだ包括的なフレームワークの作成を試みる。仮説の検証方法として、

現在は質問票調査を行うことを考えている。 

 

Ⅳ 本研究に関する国内外の研究の現状と本研究計画の特徴 

 

○本研究に関する国内外の研究の現状 

上記で掲げた研究内容を構成部分別に分類し、現状においてどのような研究がなされて

いるかを示す。 

 

① サービスについての研究 

サービスそのものについては、国内・海外に研究蓄積が多く存在する。そのため、サービ

スについての定義も多数あり、管理会計研究におけるサービスの定義として唯一解と呼べる

ものが存在していない。たとえば American Marketing Association (1960) の定義は「サ

ービスとは、単独またはモノの販売に付帯して提供される活動 (activities) であり、便益 

(benefits)、または満足 (satisfactions) である」というものであり、Kotler (1991) は「サー

ビスとは、取引関係にある一方が他方に与える何らかの活動、または便益であり、それは基

本的に無形であって、なんらの所有権の変更をもたらさない。その生産は、物質的な商品と
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結合することもあるし、しない場合もある」と定義している。さらに Grönroos (1990) は「サー

ビスは、程度の差はあるものの、基本的には無形の活動、または一連の活動である。そして、

かならずしもすべてではないが、通常、顧客と提供者とのあいだ、または顧客と提供者が有

する物質的な資源やシステムなどとのあいだの相互作用により生起する」と定義している（他

にも、Bessom (1973)、Blois (1974)、伊藤他(2016)、南・西岡 (2014)、内藤 (2009)、畠山 

(2004)、Albrecht and Zemke (2002)、Heskett et al. (1990)、Stamatis (1996) などが

ある）。 

そこで本研究では、おもに文献調査によるサービス研究のサーベイを行いつつ、管理会

計研究において有用であろうと考えられるサービスの定義を導出することを試みる。 

 

② 顧客についての研究 

管理会計研究において顧客といえば、バランスト・スコアカードや戦略マップにおける「顧

客の視点」がよく知られている (Kaplan and Norton, 1992; 1993) 。そしてその「顧客の視

点」は「財務の視点」に直結する、重要な位置を占める視点といえる (Kaplan and Norton, 

2004) 。また、顧客別収益性分析については、これまでも事例研究を中心に数多くの文献

が発表されてきた。 

しかし、これまでの管理会計研究において、サービス業における顧客マネジメントそのもの

に焦点を当てた研究蓄積はほとんどないといってよい。前述のとおり、サービスの提供にお

いては、それを享受する顧客も一定の役割を果たす必要がある。そこで本研究では、サービ

スの定義に基づき、顧客に求められる役割を明らかにするとともに、管理会計研究における

顧客という存在について新たな視点の導出を試みる。 

 

③ ロイヤリティ・プログラムについての研究 

サービス業において、いわゆる顧客の囲い込みを行い、顧客の企業に対するロイヤリティ

を高め、リピータを増やすことは顧客マネジメントにとって不可欠な要素である。その目的の

ために、すでに多くの企業においてロイヤリティ・プログラムが実施されている。なお、ロイヤリ

ティ・プログラムに関する研究は、多数存在する（たとえば、Coriñas et al. (2008), 

Demoulin and Zidda (2008), Dowling and Uncles (1997), Gupta and Lehmann 

(2005), Kearney (1990), Lal and Bell (2003), Lewis (2004), Meyer-Waarden (2007), 

Nunes and Dréze (2006), Taylor and Neslin (2005) など）。 

では、どのようなロイヤリティ・プログラムが功を奏するのであろうか。サービス業において

業種業態ごとに有効といえるロイヤリティ・プログラムのあり方が存在するのであろうか。また、

管理会計の視点においてロイヤリティ・プログラムの果たす役割とはどのようなものであろうか。

本研究ではこれらの点について明らかにすることを試みる。 
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④ 原価企画についての研究 

原価企画についてはおもに製造業において、バリュー・エンジニアリング等と関連しつつ

研究が進められている。また、当研究グループ構成メンバーはすでに、サービス業における

原価企画についての研究に取り組んでいる。また、管理会計でサービス業に対して原価企

画を適用していこうという研究が萌芽してきている（たとえば、庵谷 (2009)、谷守 (2009)、

荒井 (2010; 2011)、岡田 (2010)、田坂 (2010; 2012)、妹尾・福島 (2012)、吉田・福島・

妹尾 (2012)、Yazdifar and Askarany (2012)、山本 (2012)、谷守・田坂 (2013)、岡田・

堀 (2014)など）。 

そこで本研究においては、サービス業における原価企画としてどのような視座が必要とな

り、何を行うべきか、問題の所在は何かといった点を明らかにしつつ、サービス業における原

価企画の理論構築を目指す。 

 

⑤ マネジメント・コントロール・システムについての研究 

サービス業におけるマネジメント・コントロール・システムとしては、Heskett et al. (1994; 

1997) による “Service Profit Chain” がよく知られている。これは、サービスが収益を生み

出すしくみを概念化したモデルである。また、国内ホテルにおけるマネジメント・コントロール・

システムのしくみをバランスト・スコアカードに依拠して形成されたモデルも著されている（鈴

木, 2011）。また、青木（2015）は、対人的サービス業に限定して、コンタクトの多いサービス

業界においては、いわゆるパッケージとしてのマネジメント・コントロールの考え方を採用す

べきであることを指摘した。さらには、あるホテルにおける独自のマネジメント手法がマネジメ

ント・コントロール・システムとしての役割を果たしていることを示す先行研究がある（吉岡, 

2016）。 

本研究では対人サービス業について、サービス、顧客、ロイヤリティ・プログラム、原価企

画といった多方面を包含する。これらがサービス業企業におけるマネジメント・コントロール・

システムとしていかなる役割を果たすか、どのように構成され得るかといった点について、新

たな視点を生み出すことを試みる。 
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target costing in the UK, Australia and New Zealand”, International Journal of Production 

Economics 135(1), 382–392. 

吉岡勉. 2016. 「マネジメントコントロールシステムとしてのマザーリングマネジメント」 余暇ツーリズム学会

誌 (3), 25-32. 

吉田栄介・福島一矩・妹尾剛好. 2012. 『日本的管理会計の探究』 中央経済社. 

 

○本研究計画の特徴 

本研究計画の特徴については、次の 3点があげられる。 

第1に、業種をサービス業・非製造業に限定したことである。これまでの管理会計研究、顧

客マネジメント研究では、幅広い業種を研究対象とし、それらの業種に共通する論点、知見

を対象とすることが多かった。本研究グループでは、業種をある程度限定することにより、業

種の特性、顧客の特性も考慮に入れた議論が行えるようになる。 

第 2に、顧客マネジメントの様々な局面を包含した研究である点があげられる。すなわち、

顧客の選択（原価企画）、サービス提供時における顧客との接点（マネジメント・コントロール）、

顧客の維持（ロイヤリティ・プログラム）、サービス提供後の顧客別採算性の計算（キャパシテ

ィ・コストの管理）などである。 

顧客マネジメントはある特定の局面のみを重視するのではなく、様々な局面を包括的に考

慮し、設計することが重要である。顧客マネジメントの様々な局面における管理会計の有用

性を議論し、全体を包含できるモデルを考察する点に本研究の大きな特徴がある。 

第 3 に、上記の目的を達成するために、それぞれの主たる担当を異にするメンバー（下記

を参照のこと）によって構成されていることである。 

 

Ⅴ 各共同研究者の所属と氏名、役割分担 

① 青木章通 （専修大学） 

 マネジメント・コントロール・システム：担当研究領域を中心に研究、全体    

のとりまとめ 

② 佐々木郁子 （東北学院大学） 

 ロイヤリティプログラム：担当研究領域を中心に研究 

③ 妹尾剛好    （和歌山大学） 

マネジメント・コントロール・システム：担当研究領域を中心に研究 

④ 田坂公 （福岡大学） 

 原価企画：担当研究領域を中心に研究 

⑤ 谷守正行 （専修大学） 

 コスト・マネジメント：担当研究領域を中心に研究 
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⑥ 吉岡勉 （産業能率大学） 

 サービス概念の再検討：担当研究領域を中心に研究 

＜以上、五十音順＞ 

 

ただし、この担当領域は現段階のものである。共同研究の過程において新たな視点が生

まれた場合、より共同研究者の知見が生かせる研究領域が見いだされた場合には、研究分

野を柔軟に変更することを考えている。 

 

Ⅵ 研究代表者および共同研究者の過去 5年間の主な研究業績 

 

① 青木章通 

佐々木郁子・青木章通. 2016. 「ロイヤリティプログラムに関する実態調査:その戦略的活用

と効果」産業經理 75(4), 48-58. 

植竹朋文・青木章通. 2015. 「リゾートホテルにおける収益管理のあり方の検討:インタビュー

調査に基づく検討」専修マネジメント・ジャーナル 5(1), 13-24. 

青木章通. 2015. 「対人的サービス組織におけるマネジメント・コントロール:パッケージに基

づくフレームワークの検討」會計 187(6), 722-736. 

植竹朋文・青木章通. 2015. 「ホテル業界に関係するインターネットサービスについての一

考察」専修経営学論集 (97), 15-29. 

青木章通. 2013. 「ホテル業におけるレベニューマネジメントの実証分析」會計 184(4), 

466-480. 

青木章通・佐々木郁子. 2012. 「小売業におけるプロモーション手法の検討:―ポイント制度

と値引き販売に関する研究―」メルコ管理会計研究 5(2), 73-74. 

植竹朋文・青木章通. 2012. 「自社販売余地の少ないリゾートホテルにおけるネット直販のあ

り方についての考察:インタビュー調査に基づく検討」専修マネジメント・ジャーナル 2(1), 

19-33. 

青木章通. 2012. 「顧客関係性の構築要因に関する研究」会計学研究 38: 79-94. 

青木章通. 2012. 「インタンジブルズとしての顧客資産の測定―管理会計の視点からの検討

―」 櫻井通晴編著『インタンジブルズの管理会計』中央経済社: 67-79. 

青木章通・佐々木郁子. 2011. 「小売業におけるプロモーション手法の検討:―ポイント制度

と値引き販売に関する実証分析―」メルコ管理会計研究 4(2), 3-16. 

 

② 佐々木郁子 

佐々木郁子. 2016. 「リスク、クライシスの領域と管理会計のフロンティア」會計 189(2), 173-
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185. 

佐々木郁子・青木章通. 2016. 「ロイヤリティプログラムに関する実態調査:その戦略的活用

と効果」産業經理 75(4), 48-58. 

佐々木郁子・岡崎路易・大浦啓輔. 2015. 「東日本大震災における管理会計の実態調査」

原価計算研究 39(1), 1-10. 

高橋邦丸・椎葉淳・佐々木郁子. 2013. 「コストの下方硬直性を考慮した CVP 分析:日本企

業データを用いた分析」青山経営論集 48(3), 153-178. 

岡崎路易・佐々木郁子・三矢裕. 「東洋刃物における震災時の管理会計のケーススタディ」

企業会計 65(5), 702-709. 

佐々木郁子・岡野知子. 2013. 「事業継続・事業再開の現状と課題:―東日本大震災を越え

て―」メルコ管理会計研究 6(1+2), 15-23. 

佐々木郁子. 2012. 「アカデミック・フォーサイト:一歩先行く学者の視点 サプライチェーンの

再考と課題」会計・監査ジャーナル 24(4), 47-53. 

青木章通・佐々木郁子. 2012. 「小売業におけるプロモーション手法の検討:―ポイント制度

と値引き販売に関する研究―」メルコ管理会計研究 5(2), 73-74. 

高橋邦丸・椎葉淳・佐々木郁子. 2011. 「組織間関係における株式保有構造と主要顧客企

業の業績について」青山経営論集 45(4), 1-26. 

青木章通・佐々木郁子. 2011. 「小売業におけるプロモーション手法の検討:―ポイント制度

と値引き販売に関する実証分析―」メルコ管理会計研究 4(2), 3-16. 

 

③ 妹尾剛好 

妹尾剛好・横田絵理. 2015. 「変革型リーダーシップが水平的インタラクティブ・ネットワーク

に与える影響についての予備的研究」 メルコ管理会計研究 8(1), 3-16. 

吉田栄介・妹尾剛好・福島一矩. 2015. 「探索と深化が日本企業の管理会計行動に与える

影響：予備的研究」 メルコ管理会計研究 8(1), 53-64. 

佐久間智広・新井康平・妹尾剛好・末松栄一郎. 2015. 「因果関係を明示する業績報告形

式が資源配分の意思決定に与える影響：実験室実験」 原価計算研究 39(1), 76-86. 

渡邊直人・妹尾剛好. 2014, 「管理会計システムがトランザクティブ・メモリー・システムに与え

る影響：文献レビューに基づく考察」 原価計算研究 38(1), 106-115. 

福島一矩・妹尾剛好・新井康平. 2013. 「業績報告形式が意思決定に与える影響 : ミニプ

ロフィットセンターに関する実験研究」 会計プログレス 14, 40-53. 

妹尾剛好・横田絵理. 2013. 「日本企業における予算に基づく業績評価に関する考察」 原

価計算研究 37(1), 96-106. 

吉田栄介・福島一矩・妹尾剛好. 2012. 『日本的管理会計の探究』 中央経済社. 



11 

 

横田絵理・妹尾剛好. 2012. 「インタラクティブ・コントロール・システムとしてのバランスト・スコ

アカードの検討：食品 X社の事例からの考察」 メルコ管理会計研究 5(1), 3-14. 

妹尾剛好・福島一矩. 2012. 「日本企業における原価企画の探索的研究：製造業と比較した

サービス業の実態」 原価計算研究 36(1), 45-57. 

目時壮浩・妹尾剛好. 2012. 「公会計・行政評価情報の行政経営への活用に向けた課題：

混合研究法に基づく考察」 原価計算研究 36(2), 115-129. 

吉田栄介・妹尾剛好・福島一矩. 2011. 「日本的管理会計の展開：日本企業（製造業）の利

用実態に基づいて」 會計 180(2), 120-133. 

妹尾剛好. 2011. 「機能部門におけるバランスト・スコアカードの重要性：キリンビール株式会

社の事例からの考察」 原価計算研究 35(2), 51-61. 

横田絵理・妹尾剛好. 2011. 「予算管理への影響要因：予算編成・目標の困難化と戦略リン

クの強化への影響分析」 原価計算研究 35(1), 107-119. 

  

④ 田坂公 

田坂公. 2014. 「新興国市場における原価企画の留意点:先進国市場との比較の視点から」

商学論纂 55(4), 167-189. 

谷守正行・田坂公. 2013. 「銀行業への原価企画適用の事例研究:サービス業における原価

企画の進展」産業經理 73(3), 66-76. 

田坂公. 2012. 「サービス業における戦略的コスト・マネジメント:原価企画の本質からの考察」

久留米大学商学研究 17(3・4), 61-87. 

 

⑤ 谷守正行 

谷守正行. 2015. 「契約型サービスにおける顧客別原価計算研究 : 顧客別アセットアロケ

ーション型原価計算のアクションリサーチ」産業經理 75(3), 93-103. 

谷守正行. 2015. 「特集 経営管理、戦略経営、市場開示 経営のための経理関連情報の

活用法」旬刊経理情報 (1414), 9-25. 

谷守正行. 2015. 「銀行原価計算の適合性の歴史と課題 : 成長戦略に資する銀行原価計

算の要件」専修大学会計学研究所報 (30), 3-51,巻頭 1-2p. 

谷守正行. 2015. 「関係性をもとにした顧客別原価計算研究 : 銀行リテール・ビジネスにお

ける顧客別 ABCの課題への対応」原価計算研究 39(2), 1-12. 

谷守正行・田坂公. 2013. 「銀行業への原価企画適用の事例研究:サービス業における原価

企画の進展」産業經理 73(3), 66-76. 

谷守正行. 2013. 「高度化する経営情報システム 金融機関における経営管理基盤の強化

に向けた課題 : 「本部業務プロセス改革」と「データ品質の確保」」金融財政事情 64(37), 



12 

 

32-35. 

谷守正行. 2013. 「業界別 サービス業の管理会計（第 5 回・完）情報サービス業のタイプ別

原価計算」旬刊経理情報 (1358), 46-49. 

谷守正行. 2013. 「業界別 サービス業の管理会計（第 3 回）金融サービス業の 5 つの実現

課題」旬刊経理情報 (1355), 56-59. 

谷守正行. 2013. 「業界別 サービス業の管理会計（第 1 回）「見えざる価値」を引き出す戦

略的原価計算」旬刊経理情報 (1353), 60-63. 

 

⑥ 吉岡勉 

吉岡勉. 2016. 「マネジメントコントロールシステムとしてのマザーリングマネジメント」余暇ツ

ーリズム学会誌 (3), 25-32. 

吉岡勉. 2015. 「ホテルにおいていかに「良いサービス」を提供するか : 高級ホテルとビジ

ネスホテルに学ぶ「良いサービス」」経営システム 24(4), 201-206. 

山﨑祐希・和栗サイエッド RJ・吉岡勉. 2015. 「訪日イスラム教徒のおもてなしに関する一考

察」AIBSジャーナル (9), 72-86. 

徳江順一郎・長谷川惠一・吉岡勉. 2014. 『数字でとらえるホスピタリティ 会計&ファイナンス』

産業能率大学出版部. 

吉岡勉. 2013. 「料飲産業のレベニュー・マネジメントに関する考察:宿泊産業におけるレベ

ニュー・マネジメントとの比較に焦点をあてて」余暇ツーリズム学会誌 (1), 49-56. 

吉岡勉. 2012. 「ホテルの客室料金設定に関する一考察」ホスピタリティ・マネジメント 3(1), 

41-50. 

 


